
剣淵町の人事行政の運営等の状況 
 

 剣淵町人事行政の運営等の状況の公表に関する条例に基づき、平成21年度の剣淵町の人事行政の運営等

の概要を公表します。 

 

１．人件費の状況 

 平成21年度普通会計の決算の状況による

ものです。人件費は、議会議員や非常勤特別

職の報酬（各種委員会の報酬）、町長などの

特別職給与及び職員給与、共済費（民間の社

会保険料事業主負担分に相当）、退職手当組

合負担金等の費用になります。 

 <参考>  20年度人件費率 18.3％ 

 

 

２．職員給与費の状況 

 平成21年度普通会計の決算の状況によるものです。 

・職員数 79人（平成21年４月１日現在） 

・１人当たりの給与費 5,678千円 

      （20年度 5,710千円） 

※職員数及び給与費には、高等学校（町立）教員が含まれて

います。また、職員手当には、退職手当は含まれません。  

 

 

 

 

３．職員の平均給与月額、初任給等の状況 ４．一般行政職の級別職員数等の状況 

(1) 職員の平均年齢、平均給料月額及び平均給与月額の状況 

（平成21年４月１日現在） 

区 分 平均年齢 平均給料月額 平均給与月額

一般行政職 40.3歳 317,669円 362,451円 

高等学校教育職 35.7歳 304,060円 346,806円 

※「平均給料月額」は、職員の基本給の平均であり、「平均給与月額」

は給料月額と毎月支払われる扶養手当、住居手当などの諸手当の額

の合計の平均です。 

(2) 職員の初任給の状況  （平成22年４月１日現在） 

区  分 剣淵町 国 

一般行政職 
大学卒 172,200円 172,200円 

高校卒 140,100円 140,100円 

(3) 職員の経験年数別・学歴別平均給料月額の状況 

（平成21年４月１日現在） 

区 分 
経験年数 

10～15年 

経験年数 

15～20年 

経験年数 

20～25年 

一般 

行政職 

大学卒 290,000円 該当者なし 該当者なし

高校卒 240,000円 279,400円 338,200円

（平成22年４月１日現在） 

区 分 １級 ２級 ３級 ４級 ５級 ６級

標準的な

職務内容

主事・

技師・

主事補

主事・

技師 

 

係長・ 

主査 

主幹・ 

係長 

課長補

佐 

課長 

 

職員数 10人 ５人 14人 13人 ９人 10人

構成比 16.4 ％ 8.1 ％ 23.0 ％ 21.3 ％ 14.8 ％ 16.4 ％

※標準的な職務内容とは、それぞれの級に該当する代表的な職名です。 

５．特別職の報酬等の状況（平成22年４月１日現在） 

区 分
給料(報

酬)月額
期末手当 退職手当 

町 長 677,000円 (21年度の 

支給割合) 

4.15月分 

(任期満了時) 

給料月額×21.252月分

副町長 573,000円
(任期満了時) 

給料月額×13.420月分

議 長 231,000円 (21年度の 

支給割合) 

4.15月分 

 

副議長 182,000円

議 員 159,000円

職員給与費 448,554千円 

普通会計歳出額 

 3,707,485千円 (100%)

実質収支 

 134,106千円 

「１．人件費の状況」「２．職員給与費の状況」の金額は、総務

省で行う決算統計に基づく普通会計の状況です。平成21年度一

般会計の決算額とは一部一致しないところがあります。 

普通会計歳出額に占める人件費の割合(人件費率) 18.7％

扶助費   3.6％ 

公債費   14.4％ 

物件費   14.8％ 

維持補修費  2.2％ 

補助費等  13.7％ 

積立金    3.5％ 

投資及び出資・貸付金 1.2％

繰出金   12.7％ 

投資的経費 15.2％

人件費 697,047千円 

 給料    
(64.2%) 

期末勤勉手当
108,425千円
(24.2%)

その他の手当
52,233千円 
(11.6%)

職員手当 
160,658千円

人件費の中の職員給与費の主な内訳 

(100%) 

287,896千円 

人件費以外の経費
3,010,438千円

(81.3%)



６．職員手当の状況 

(1) 期末手当・勤勉手当 

剣 淵 町 国 

１人当たりの平均支給額 

(21年度)      1,389千円 
－ 

(21年度支給割合) 

 期末手当   勤勉手当  計 

 2.75月分  1.4月分   4.15月分

同じ 

加算措置 

 役職段階別加算 4～10％ 

加算措置 
 役職段階別加算 5～20％
 管理職加算   10～25%

※支給実績等は、医師・高等学校教員を除いた一般職員の額です。 

(2) 特殊勤務手当 

支給実績（平成21年度決算） 0千円

支給職員１人当たり平均支給年額（平成21年度決算） 0円

職員全体に占める手当支給職員の割合（平成21年度） 0.0％

手当の種類 

・税務手当          ・野犬掃とう業務手当 
・蜂駆除業務手当   ・防疫等作業手当 
・診療所長手当     ・在宅診療手当 
・精神衛生業務手当 
・高等学校教員については、北海道学校職員等の

特殊勤務手当に関する条例に定める手当 

※支給実績等は、医師・高等学校教員を除いた一般職員の額です。 

(3) 時間外勤務手当 

区  分 21年度決算 20年度決算

支給実績 10,610千円 7,458千円

職員１人当たり平均支給年額 200千円 141千円

※支給実績等は、高等学校教員を除いた一般・特別各会計によるものです。 

21年度は、衆議院議員選挙などの臨時的事務事業があったため増えています。 

(4) その他の手当 

手当名 内容及び支給単価 
国の制
度との
異同 

支給実績

(21年度決算)

職員１人当
たり平均支
給年額 
(21年度決算)

扶養手当 

・配偶者 13,000円 

・配偶者以外 6,500円 

・16歳～22歳  5,000円加算 

同 11,438千円 259,969円

住居手当 

・借家(家賃が12,000円以上) 

   27,000円を上限に支給 

・持家  7,500円 

異 

持家の

支給額 

7,912千円 136,413円

通勤手当 

・交通機関等利用者 

 運賃相当額(55,000円限度) 

・自動車等使用者 

 通勤距離に応じ 

    2,000円～24,500円 

同 1,160千円 79,286円

寒冷地 

手当 

世帯区分に応じ11月～3月支給 
・扶養親族のある世帯主職員 
          月 26,380円 
・その他の世帯主職員 
         月 14,580円 
・その他の職員  月 10,340円 

同 9,289千円 99,887円

管理職 

手当 

・課長及び課長相当職 

         35,000円 

・課長補佐及び課長補佐 

  相当職     25,000円 

異 9,693千円 358,991円

※ 上記の「内容及び支給単価」は一般職員の例であり、高等学校教員の手当は

「北海道学校職員の給与に関する条例」の例によります。また、支給実績等は、

一般会計(高等学校教員を含む)、各特別会計の支給実績によるものです。 

７．職員数の状況 
         (各年４月１日現在) 

      区分 

部門 

職 員 数 対前年
増減数平成21年 平成22年

普 

通 

会 

計 

部 

門 

一 

般 

行 

政 

部 

門 

議会 2 2 0

総務 15 15 0

税務 3 3 0

農林水産 10 10 0

商工 3 3 0

土木 6 6 0

民生 12 12 0

衛生 6 6 0

 計 57 57 0

教育部門 22 23 1

 小 計 79 80 1

公
営
企
業
等
会

計
部
門 

病院 5 5 0

水道 2 2 0

下水道 2 2 0

その他 5 5 0

小計 14 14 0

合  計 93 94 1

※ 職員数は一般職に属する職員数で、教育部門に教育長及び高

等学校教員が含まれます。また、消防支署職員は含まれません。 

 

 

 

８．職員の勤務時間 

 （標準的なもの）          平成22年４月１日現在 

１週間の勤務時間 38時間45分 

開始時刻 午前８時15分 

終了時刻 午後５時 

休憩時間 午後０時～午後１時 

９．職員の分限及び懲戒処分 

 平成21年度は、心身の故障により１名の休職

があったほかは、ありませんでした。 

10．職員の福祉及び利益の保護の状況 

(1) 厚生制度 

 職員の保健や元気回復、その他厚生に関する

事業を北海道市町村職員福祉協会、剣淵町役場

職員親睦会で行っています。近年の厳しい財政

状況から、負担金や補助金の見直しが行われ、

平成21年度では、職員親睦会に対する補助金が

20年度に引き続き削減が行われています。 

  会員１人当たりの公費負担 

   平成21年度  5,620円 

(2) 公務災害補償 

 公務上の負傷、疾病等に対する補償の対象と

なる公務災害は平成21年度はありませんでした。 

(3) 勤務条件に関する措置の要求及び不利益処分

に関する不服申立ての状況 

  平成21年度はありませんでした。 

 

以下の８～９の事項については、一般職員についての
ものです。


